
 1

 

 

 

 

評価における指摘事項への対応状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17 年 6月 1日 

厚 生 労 働 省 

資料 3－2－2



 2

総合科学技術会議 平成 15 年 11 月 25 日の指摘事項に対する回答 

 

① 資源投入の重点化について 

がん研究は、従来基礎的な生命科学の解明に重点が置かれていたものの、

今後は基礎的研究の成果を臨床に応用することが望まれており、第３次対が

ん１０カ年総合戦略は、応用・臨床研究に資源を重点的に配分し、基礎的研

究の成果を国民の福祉に繋げることとしている。 

そのため、厚生労働省としては、臨床的に役立つ研究に資金を重点的に投

入しており、例えば、患者数が多く社会的影響の多い乳がんの乳房温存療法

のガイドラインを作成するとともに、がん医療水準均てん化に関する研究を

実施し、国民がどこでも質の高い医療を受けられる環境整備を推進し、平成

２５年までに５年生存率を２０％改善することとしている。 

また、がんの本態解明といった生命科学分野の基礎研究を革新的な診断・

治療法の開発に繋げるために、文部科学省と緊密な連携の下、総合的な研究

開発の推進を図っている。 

 

② 医療経済的に効率的な予防・治療について 

総合科学技術会議におけるご指摘を踏まえ、厚生労働省ではがんに関する

疫学研究を推進することにより、効果的ながん検診の開発等の実践的な予防

方法の推進に努めている。また、医療経済効果に関する観点から、利益とリ

スクを踏まえた新たな予防・治療技術の開発に関する研究に着手している。 

更に、逸失労働力等のコストの重要性に鑑み、がん医療の質を高めること
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に力点を置いた機能温存に関する研究を行っている他、入院せずに外来で手

術が行える技術の開発を行い生命予後と患者のQOLの改善に努めるとともに、

早期退院・社会復帰に繋がる支援体制の充実を図っている。 

 

③ トランスレーショナル・リサーチについて 

基礎研究の成果を臨床へ応用するトランスレーショナル・リサーチ（TR）

は、最先端研究を革新的な診断・治療へ繋ぐことから、研究成果を社会へ還

元するために極めて重要な研究領域である。 

そのため、厚生労働省としては、中長期的な観点から人材の育成を図ると

ともに、データマネージメント等のシステムを構築することにより TR の基盤

形成に努めている他、がんを含めた治験の制度改正を行い、臨床試験に重点

的に取り組んでいる。 

全国に数少ない第 I相・第 II 相試験に対応できる設備を整えている国立が

んセンター等の医療施設では、臨床試験の症例を受け入れ可能な体制を維持

するため、一般診療の症例は連携医療施設が分担するなどの役割分担と連携

を同時に強めていくようなネットワーク作りに取り組んでおり、今後は更に

研究面でも連携を促進することとしている。 

また、臨床試験を支援する体制としては、JCOG (Japan Clinical Oncology 

Group)、JALSG (Japan Adult Leukemia Study Group)、WJTOG (West Japan 

Thoracic Oncology Group) 、 NSAS/CSPOR (National Surgical Adjuvant 

Study/Comprehensive Support Project for Oncological Research)など、複

数の多施設共同臨床研究グループが整ってきた。JCOG には、13 の臓器専門別



 4

の研究グループがあり、全国約 160 の医療機関・約 300 の診療科から多くの

医師、研究者、医療従事者らが参加・協力している。JALSG では１９９７年か

らインターネット登録システムを用いて順調に症例登録・無作為割付・症例

フォローアップを行い、各種標準的治療法の確立に大きく貢献している。効

率的な症例登録を実現しているモデルケースとして、他の臨床試験グループ

の支援体制整備にも資するものと期待される。  

 

④推進体制について 

「第３次対がん総合戦略」は、文部科学大臣と厚生労働大臣が合同で策定し

たものであり、両省の連携による研究戦略となっている。また、科学技術連

携施策群におけるポストゲノムの分野においても、がん研究の連携が図られ

ることとされている。さらに、両省において実務レベルでの会議を既に定期

的に行っているところであり、更に、文部科学省と合同で局長級の「第３次

対がん研究推進会議」を設置する予定であり、がんに関する研究開発の効果

的な連携を図り、第 3次対がん 10 か年総合戦略の最大限の研究開発成果を創

出することとしている。 

  また、がん診療に関する医学情報の提供について、国立がんセンター等の

ホームページによる普及が行われている他、研究成果等をわかりやすく提供

するためのシンポジウム等が、厚生労働科学研究推進事業により行われてい

る。患者に有益な情報発信の一層の強化が求められているため、研究成果に

裏打ちされた情報の提供が行われ、患者・家族が求めている専門情報提供や

不安や疑問に適切に対応できる体制の整備を図ることとしている。 




